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研究要旨 

学際的痛みセンターは慢性の痛み診療・教育の基盤となるシステムとして極めて重要で、臨

床・教育・研究・Public Relations（P/R）の 4 つの重要な機能を持っている。平成 29 年度/30

年度に行った「慢性痛診療における地域連携に関する予備的研究」の結果を受け、今年度か

ら、慢性疼痛診療システムの均てん化および慢性痛診療の内容向上のための、痛みセンター診

療データベースの活用の研究を行った。当科には令和元年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日の間

に、慢性疼痛の新患 239 人が受診し、それらのデータを収集して研究代表である福島県立医科

大学医学部疼痛学講座に送付した。ビックデータの分析の結果、全国的な傾向や地域ごと、施

設分類ごとの傾向が見られれば今後の慢性痛診療の方向性について極めて有用なデータが得ら

れることが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

学際的痛みセンターは各地域の慢性の痛み

の中心となる組織であり、臨床・教育・研究・

広報/啓発活動という4つの重要な機能を持っ

ている。特にここ 3 年間は、厚労省モデル事

業に基づく地域との連携の試み（医療者研修

会の開催など）を受けて、慢性の痛み医療の

地域拠点病院という機能を満たしつつある。 

慢性の痛みの患者に対する標準治療モデル

を作るためには、診療データベースをビッグ

データとして用い、情報を必要な施設と共有

することが必要となる。その分析結果に基づ

いて、治療体系を全国的に均霑化しつつ向上

できる可能性がでてくる。 

痛みセンターとしての機能を十全に発揮す

るためには、多職種との顔の見える関係の構

築や、患者との Shared Decision Making の

努力が必要である。そのうえで、診療データ

ベースへのデータの蓄積のために、問診票の

内容の洗練化、データ収集の効率化、情報の 

 

共有などをどのように行えばよいかを探求す

ることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

厚労省から出されている 23 大学痛みセン

ター共通問診票を各患者に初診、3 か月、6 か

月、9 か月、12 か月おきに記入してもらい、

それぞれのスコアがどう変化するかに注目し

て診療に役立てるとともに、慢性疼痛患者の

心理社会的背景に注力し、カンファレンスな

どでその情報を共有、また精神科医のアドバ

イスを受けるなど最大限に活用した。 

（倫理面への配慮） 

公益社団法人日本パブリックリレーション

ズ協会の「新・倫理綱領」に準じた活動を行う

ように最大限の注意を払った。 

 

Ｃ．研究結果 

令和元年 4 月 1 日～令和２年 3 月 31 日の

間に、慢性疼痛の新患 239 人が当科を受診し
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た。そのデータをビックデータの一部として、

当該研究の中心である福島県立医科大学医学

部疼痛学講座に送付した。現在、総合的な結

果を分析中である。 

 

Ｄ．考察 

全国の他施設での慢性痛患者に関するデー

タ収集とその分析結果によって、どのような

傾向が見られるのかは極めて興味深い。さら

に、全体的な傾向だけでなく、地方ごとの傾

向や、各痛みセンターの大まかな種別ごとの

分類（治療に参加している医療者の職種や、

カンファレンスの回数などによって、A～Eま

でに分類されている）毎の傾向なども興味深

いと思われる。 

特に、今回新たに加わった発達障害系のス

クリーニング指標に対し、どの程度の反応が

見られるのか、有効性を示すことができるの

か、また、スクリーニングで陽性となった患

者に対しどのような対応を取ったか/とるべ

きなのか、についても大きな知見が得られる

であろう。 

一方、質問票の内容が多岐にわたるにつれ、

質問数が増え、患者の負担が増えることは大

きな課題である。特に、高齢者は回答に長時

間がかかり、厳しいものがある。 

 

Ｅ．結論 

厚労省 23 大学共通問診票には患者のかな

り多くの個人情報が含まれる。今年からはさ

らにその上に ASD,ADHD など発達障害の可

能性をチェックする質問紙が含まれ、より一

層各患者個人の特性が詳細にわかるようにな

った。その結果患者の特性に合わせたオーダ

ーメイドの治療ができるようになりつつある。 

慢性痛の治療は心理社会的な介入が重要で

あり、その意味ではデータベースの活用が欠

かせないが、今年度から使用を始めた問診票

はその意味で大変重要であるといえる。 

このデータベースを 23 大学で共有してビ

ッグデータにすることにより、より精度の高

い研究ができるようになったといえよう。 
 
Ｆ．健康危険情報 
総括研究報告書にまとめて記載 
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